
在宅療養に関する普及啓発媒体の作成について 

在宅療養の実現性について 

・臨床医として開業・
勤務医となった場合、
病院内での検案は多く
経験するものの、異状
死体の検案経験は皆無
となり、急に多摩検案
医として検案業務に従
事することは困難 

■脳卒中の後遺症や末期がんなどで長期の療養が必要になった場合、「自宅で療養を続けたい」

との回答は３２．２％であり、「そう思わない」との回答は３８．２％ 

■「自宅で療養を続けたい」との回答のうち、自宅での療養は「可能だと思う」との回答は２

６．８％であり、「難しいと思う」との回答は５４．７％ 

■「自宅で療養を続けたいと思わない」または「自宅での療養は難しい」との回答のうち、その

理由として「在宅医療や在宅介護でどのようなケアを受けられるかわからない」との回答が２

６．５％ 

                 （健康と保健医療に関する世論調査（平成２９年３月）） 

 

 

○在宅療養そのものの認知度が低い。 

○在宅療養に関する普及啓発が十分でない。 

 現状及び課題 

○一般臨床医への働きかけ 
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【図１】小児等在宅医療への対応 

n=回答のあった537病院 

n=回答のあった8,510施設のうち 
訪問診療を実施している1,748施設 
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